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5．都市福利施設を整備する事業に関する事項 

 

［1］都市福利施設の整備の必要性   

 

〔現状分析〕 

本市の松山市の中心部には、県庁、市役所、商工会議所、地方・家庭裁判所、検察庁、県警

察本部など、松山市及び愛媛県を統括する官公庁が集中的に立地している。また、隣接地を合

わせると、教育施設については、城北のエリアを中心に、小学校 5 ヵ所、中学校 3 ヵ所、高校 6 ヵ

所、専門学校 17 ヵ所、大学 2 ヵ所が立地するなど、文教ゾーンを形成しており、中心市街地に若

者の活気を与える要因となっているほか、公・民・学連携のまちづくり（地域において、市民と行政、

企業、大学などが連携して行うまちづくり）の素地が形成されている。 

 

文化施設は、県民文化会館、市民会館、県美術館、県立図書館、市中央図書館、男女共同

参画センターが立地しており、基幹となる文化施設が集積し、保健福祉施設は、県民文化会館周

辺の県施設や松山市総合福祉センターが立地している。医療施設については、基幹病院である松

山市民病院、県立中央病院、日本赤十字病院を始め病院、診療所が多数立地しており、老朽化

した基幹病院の建て替えも、郊外への移転を行うことなく、実施、計画されている。 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

図 公共公益施設の立地状況 
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〔都市福利施設の整備の必要性〕 

これらの現状を踏まえ、市街地の整備改善を図ることで、中央商店街及び周辺地域の訪れたく

なる都心としての機能強化、都市型観光地としての魅力向上、安心して住み続けられる豊かな生

活環境の実現に寄与し、中心市街地の活性化を図るために必要な事業として、以下の事業を基

本計画に位置づける。 

 

＜フォローアップ＞ 

基本計画に位置づけられた事業については、毎年、事業の進捗状況を調査し、各事業主体と

十分協議した上で進捗管理を行うとともに、位置づけられた事業の中心市街地活性化に対する効

果を検討し、必要に応じて事業の見直しや改善を図ることとする。 
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［２］具体的事業の内容 

(1) 法に定める特別の措置に関連する事業 

該当なし 

 

(2) ①認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した特例措置に関連する事業 

事業名、内容及び

実施時期 

実施 

主体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

支援措置の内

容及び実施時

期 

その他

の事項 

 

事業名： 

愛媛県立中央病院

整備運営事業 

 

愛媛県 

 

・県立中央病院は、松山圏域はもとより県

下の基幹病院として一般医療に加え、三

次救急、周産期等の高度・特殊医療や先

駆的医療に取組んできた。 

・しかし、建物の老朽化に加え、診療機能

の拡大や患者数の増加等により、機能的

にも限界に達し、平成 21年１月から建替

工事を行っている。  

・平成 25年 5月には新本院での外来診

療が開始され、平成 26年末までには外

構工事など全体が完成予定。 

・この事業によって、県民に求められる機

能を有する基幹病院が整備され、病院診

療者や中心市街地の居住者の利便性が

向上する。 

［敷地面積］   

33,678m2 

［建物］  

89,447m2（うち、病院 75,986m2） 

建物 延べ床面積 

本院 67,216.97m2 

三号館 7,361.23m2 

ガンマナイフ室 168.28m2 

ＰＥＴ－ＣＴセンター 1,239.74m2 

駐車場 13,461.21m2 

合計 89,447.43m2 

 

 

 

支援措置： 

社会資本整備

総合交付金（暮

らし・にぎわい再

生事業） 

 

実施時期： 

平成 20年度か

ら平成 26年度 

  

内容： 

基幹病院の整備運

営 

    

実施時期： 

平成 20 年度から平

成 26年度 
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事業名、内容及び

実施時期 

実施 

主体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

支援措置の内

容及び実施時

期 

その他

の事項 

 

事業名： 

松山赤十字病院整

備事業 

 

松山赤十

字病院 

 

・中心市街地の北部に立地する松山赤十

字病院（文京町1番地、30診療科、病床

数 745 床）において、機能更新を含む建

て替え事業を進める。 

・隣接する市立東雲小学校用地(国有財

産)の集約に伴い、国有財産を購入し、現

地建替が可能となった。 

・地域住民に安全で良質な医療を提供す

る。 

 

建物概要 

【規模・構造】  

・鉄骨造 地下 1 階地上 10 階、免震構

造、延床面積 約 55,000 ㎡ 

【機 能】  

・標榜診療科 30 診療科、病床数 660

床程度 

【駐車場】  

・約 540台 

【完成イメージ図】 

 

 

 

 

 

 

敷地南西上空からの鳥瞰イメージ 

 

 

 

 

敷地西側からの外観イメージ 

 

 

支援措置： 

社会資本整備

総合交付金（都

市再生整備計

画事業（道後文

京地区）中心拠

点誘導施設：医

療施設） 

 

実施時期： 

平成 26 年度か

ら平成 29年度 

  

内容： 

基幹病院の整備運

営 

    

実施時期： 

平成 26 年度から平

成 32年度 
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事業名、内容及び

実施時期 

実施 

主体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

支援措置の内

容及び実施時

期 

その他

の事項 

 

事業名： 

教育センター整備事

業 

  

・社会の変化に対応しつつ多様な教育を

実現するため、愛媛大学に隣接し、小中

学校の同一敷地内に教育センターを整備

し、教育研究や教職員研修の充実を図

る。 

・小中学校や愛媛大学等と連携を図るほ

か、会議室の貸出等を行い、集約型都市

の実現に必要な高次都市機能を向上さ

せ、文京地区の魅力を一層高める。 

支援措置： 

社会資本整備

総合交付金（都

市再生整備計

画事業の効果

促進事業） 

実施時期： 

平成 26 年度か

ら平成 27年度 

  

内容： 

教育センターの整備 

    

実施時期： 

平成 26 年度から平

成 27年度 

    

 

(2) ②認定と連携した支援措置のうち、認定と連携した重点的な支援措置に関連する事業 

  該当なし 

 

(3) 中心市街地の活性化に資するその他の支援措置に関連する事業 

該当なし 

 

(4) 国の支援措置のないその他の事業 

事業名、内容及び実

施時期 

実施 

主体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項 

 

事業名： 

まちなか子育て・市民

交流事業 

 

内容： 

子育て施設、市民交

流施設の運営 

 

実施時期： 

平成 23 年度から平成

31年度 

 

松山市 

 

・来街者への託児サービスや休憩場所の

提供、情報発信およびショップモビリティ、

イベント、会議等が開催できる交流スペー

ス機能を備えた、都心部の拠点施設を平

成 24 年 3 月より供用開始している。（愛

称「まちコミュスポット てくるん」）。 

・同施設では、親子で参加できるイベント

や高齢者のいきいきサロン、商店街情報

の発信など、さまざまな取り組みを行って

いるが、更なる活性化と市民交流の一層

の充実に繋げて行く。 
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事業名、内容及び

実施時期 

実施 

主体 

目標達成のための位置付け及び必要

性 

国以外の支援

措置の内容及

び実施時期 

その他

の事項 

 

事業名： 

総合コミュニティセン

ター建物改修事業 

 

内容： 

文化・スポーツ複合

施設の建物改修 

 

実施時期： 

平成 26 年度から平

成 29年度 

 

松山市 

 

・松山市総合コミュニティセンターは、コミ

ュニティプラザ、研修会議室、文化ホー

ル（キャメリアホール）、中央図書館、こど

も館・コスモシアター、企画展示ホール、

体育館・温水プールからなる複合施設

で、平成29年に開催されるえひめ国体の

競技会場の一つである。 

・市民に幅広く利用される総合コミュニテ

ィセンターの機能を維持し、教育文化の

振興及び健康の増進を図るため、計画的

に施設及び設備等の改修整備を行う。平

成 26 年度からは築後約 30 年を迎え老

朽化した設備等の大規模更新を行う。 

 

 

  

 

 


